













































































韓国においては、2011 年 12 月 14 日に日本大使館前において韓国挺身隊問題対策協
議会によって建立された慰安婦像により、再び「従軍慰安婦」問題が活発になってきた。




















































































560 年代、70 年代と順調に進んでいるが、次の年代が 2000 年代と大きく飛び越えてし
まっている。2000 年代は、主に 1990 年から考察されているが明確に 80 年代を記して
いる箇所はあまり見られない。
かろうじて、成果と課題シリーズの一環として出版された、『歴史学における方法的









成田はこうした現象を、70 年代／90 年代の歴史意識が、1980 年代の変化によって

























































































1945 年 8 月 15 日における終戦は、日本の歴史学、歴史教育にとって、大きな意味を
持ち合わせていた。すなわち、それまで日本国内に浸透し、台頭していた「皇国史観」
の清算を意味していたのである。天皇を中心とした歴史の叙述は占領軍であるアメリカ
によって否定され、その年の 12 月 31 日に修身・日本史・地理の授業を停止する旨の
指令が連合総司令部によって発せられた。
日本国内においては、1945 年 10 月 4 日に治安維持法・国防保安法の廃止と政治犯釈










































































































その後も、『歴史学研究』第 246 号（1960 年 10 月）には、今堀誠二「第 6 回原水爆
禁止世界大会の記」、小特集である『安保闘争の評価をめぐって（2）』が組まれ、『歴史
































































察を例にして挙げると、1956 年 2 月におけるソ連内部によるスターリン批判や「自由
化」を求めたハンガリーに対するソ連軍の出動などがそれに該当する。こうした政治的
出来事により、日本国内においてソ連の社会主義を疑問視する風潮が芽生えたのである。








に陥っていた。その影響は、1963 年に出版された『日本歴史講座』全 8 巻にも及んで
いる。




















『歴史学研究』第 146 号（1950 年 7 月）では、「平和と自由のための声明」という





























































































































































本論文の「はじめに」において、成田龍一の指摘する 1970 年代と 1990 年代に横た
わる「切断」に触れたが、この 1980 年代こそが、成田の考察を考える上で非常に重要
である。





















































端的な例ではあるが、『歴史学研究』第 910 号（2013 年 10 月）における、森口等「東
アジアの平和に寄与する授業実践の模索より」は、全 7 ページの論文であるが、その中

























































































































































































～1960 年代後半：  「闘争」の歴史（人民闘争史）            
        ↓                 「科学性」の重視
1970 年代：     「抵抗」の歴史（民衆史）              
        ↓










































































































































































































































































































































































『歴史学研究』第 320 号（1967 年 1 月）に掲載された「歴史学研究者の社会的責任

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































展開過程」（1971 年 10 月特別号）が挙げられる。
その他にも、1930 年前後期における台湾人の抗日闘争が、持続的展開が不能となっ
た理由を闘争主体側の問題としてとりあげた浅田喬二の「1920 年代台湾における抗日
















1960 年代から 1970 年代における、「戦後歴史学」の歴史叙述の性格を表すものである。
70






























































































































































































高等学校第 3 学年用日本史教科書『新日本史』5 訂版原稿において、1962 年年 8 月 13
日に三省堂を通じて検定用申請を行ったところ、1963 年 4 月に不合格処分が決定した。




このときに付された検定意見は、本文 280 頁・史料 22 頁の白表紙本につき約 300 項






はない。家永は 1947 年 4 月には、既に一般用市販図書として『新日本史』を公刊して












































































































































































































としてはいくつか挙げられるだろうが、やはり、1970 年 7 月に下された東京地裁の判
決が大きな影響力を発揮したのではないだろうか。
この判決は、実は、家永裁判の二次訴訟のものである。一次訴訟が 1965 年に開始さ







のは、『歴史学研究』第 365 号（1970 年 9 月）であり、歴史学研究会の声明文が記載
され、「教科書検定違憲訴訟判決についての声明」（1970 年 7 月 17 日）と題された。
84
1970 年 7 月 17 日、東京地裁民事第二部杉本良吉裁判長は、家永三郎東京教育大
教授が国（文部大臣）を相手どっておこした教科書検定違憲訴訟に関し、原告勝訴
の判決を下した。







にふみきったが、今回の判決は、このような不合格処分が日本国憲法第 21 条第 2
項および教育基本法第 10 条に違犯するとの判断を示したのである。






































一次訴訟の地裁判決が 1974 年 7 月に下された。内容は、杉本判決と比べ、やや衰退し
た判決となっていた。検定意見の当否を裁判官が具体的に検討した結果、1962 年度検
定では 323 か所のうち 11 か所を、1963 年度の検定では、白表紙本につき 290 か所の








































































































「教科書問題」が同年の 6 月であるが、その出来事からわずか 3 ヶ月しか経過してい
ない。執筆の期間を考えるならば、それよりも短くなるだろうか。突如として、それま
で永原の論文では登場してこなかった「戦争責任が」文章に出現したのである。
























上記の 3 点が、1981 年における歴史学研究会が示す、家永教科書裁判への「決意」
である。これらには、日本政府の軍国主義イデオロギーへの批判はあっても、「戦争責
任」に関する文言は一言も示されていない。
しかし、「教科書問題」が騒がれた後の、『歴史学研究』第 508 号（1982 年 9 月）で
は、歴史学研究会委員会の名で「侵略の歴史を改ざんする教科書検定に改めて抗議する」










































































































































































また、山田昭次「韓国ナショナリズムと天皇」（『歴史学研究』第 538 号、1985 年 2



























ただし、1980 年代から 1990 年代中頃までは、歴史学研究会をはじめとした「戦後
歴史学」においても歴史学の「科学性」を重視しようとする動きは、まだ見ることがで



























































同じような手法は、同第 611 号における峰岸純夫「第 3 次家永教科書検定訴訟 最
高裁判所第三小法廷の口頭弁論を傍聴して」でも見ることができる。
「原告の家永三郎氏は裁判所が用意した車椅子を拒否し、一歩一歩踏みしめるように











になる。顕著なものとしては、『歴史学研究』第 683 号（1996 年 4 月）における笠原十
九司の「権力と自由と歴史家の研究活動」であろう。



































1963 年 4 月 家永単独執筆の『新日本史』が検定不合格となる。
1965 年 6 月 検定制度は憲法違反に当たるとして、訴訟を起こす。
1974 年 7 月 地裁にて検定意見の一部に裁量権濫用があるとして、国側に 10 万円の賠
償を命じるが、検定自体は合憲とした。（高津判決）
→家永、控訴へ
1975 年 5 月 高裁にて第二審が始まる。
1986 年 3 月 家永側の控訴を棄却。同時に裁量権濫用もないとした。（鈴木判決）
      →家永、上告へ
1993 年 3 月 最高裁が上告を棄却する。（可部判決）
101
○二次訴訟
1967 年 6 月  前年の『新日本史』不合格取消しを求める訴訟を開始する。
1970 年 7 月  地裁にて検定は検閲であるため、違憲、教育基本法違反であるとする           
       判決が下される。（杉本判決）
      →国側、控訴へ
1975 年 12 月 国の控訴を棄却。違憲に関する判断は行わず。（畔上判決）
      →国側、上告へ
1982 年 4 月  当時の指導要領が既に改訂されていることから、最高裁は高裁判決を
破棄し、本件を高裁に差し戻すことを決定する。
1989 年 6 月  上の理由により、家永側の訴えを却下するという判決が下る。（丹野判
決）
      →家永側、上告を断念する
○三次訴訟
1984 年 1 月  82 年度検定不合格を不服として、訴訟を開始する。
1989 年 10 月 検定における一部の濫用を認め、国側に 10 万円の賠償を命じたが、検
       定制度自体は合憲とした。（加藤判決）
       →家永側、控訴へ
1993 年 10 月 裁量権濫用の箇所増やし、国側に 30 万円の賠償を命じる。検定制度は
       合憲とした。（川上判決）
       →家永側、上告へ
1997 年 8 月 裁量権濫用の箇所をさらに増やし、国側に 40 万円の賠償を命じる。検





























































































































から 6 千人（『南京事件』、中央公論社、1986 年）と証言したという。それ以後、この
元兵士のところへ取材に行くたびに、あとになるほど数字が減っていくことになる。
その中で本多は、同じく調査に行った板倉由明を「日本語を読む能力のない」人間と














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































その１ヶ月後（2001 年 4 月）に、「つくる会」の教科書は検定に合格する。しかし、
検定を通るにあたって、大きな修正を受けることになっている。
例えば、「南京事件」に関する記述は、原文では「東京裁判法廷は、日本軍が 1937
（昭和 12）年の南京攻略戦において、中国民衆 20 万人以上を殺害したと認定した。し
かし、当時の資料によると、そのときの南京の人口は 20 万人で、しかも日本軍の攻略





























くと述べる。それは翻って、わたしたちの歴史学（「戦後歴史学」）は、なぜ 1998 年 7






































































































































































端的な例ではあるが、『歴史学研究』第 910 号（2013 年 10 月）における、森口等「東
アジアの平和に寄与する授業実践の模索より」は、全 7 ページの論文であるが、その中











まず、最初の声明が記載された、『歴史学研究』第 750 号（2001 年 6 月）の「『新し
い歴史教科書をつくる会』の教科書が教育の場にもちこまれることに反対する声明」























































































その 2 ヶ月後である、2001 年 8 月の『歴史学研究』第 752 号でも声明が掲載されて
いる。
「『新しい歴史教科書』が教育の場に持ち込まれることに反対する緊急アピール」

























年月を挟んで、『歴史学研究』第 795 号（2004 年 11 月）では、「東京都教育委員会
の扶桑社版『新しい歴史教科書』の採択に抗議し、その撤回とやり直しを強く求める要







これは、先の 2001 年 8 月号に掲載された声明文の要旨と、ほぼ一致している。しか
し、2005 年 9 月発行の『歴史学研究』第 805 号にて掲載された「『新しい教科書をつ
くる会』の教科書が教育の場に持ち込まれることに反対する共同声明」（2005 年 7 月 4
日）では、その関係が逆転している。重要な箇所を、一部引用する。























































































三十年の歩み』を調べ、終戦時の陸軍総兵力は、外地が 234 万人、内地を含めて 547
万人であったことを確認する。これにより、中国本土は 105 万人であるため、約 2 割、
満州の関東軍 66 万人を合わせても 3 割にしかならないと分析している264。


















次の声明である 2009 年 10 月には、少々内容を変え、採択決定のあり方にも重大な
問題があるとした、教育委員会の政治権力を批判する声明も登場する265。
『歴史学研究』第 886 号（2011 年 11 月）の「育鵬社・自由社版教科書は子どもたちに
渡せない」という声明（2011 年 7 月）では、「全般的に基本的な誤りや不正確な部分が
多くあり、歴史研究の成果を踏まえない」という指摘が再度なされている。
しかし、肝心の内容としては、付けられた検定意見の数が際立って多い、という言及














































































































































































年 12 月 8 日の『朝日新聞』には、その報道がなされている。見出しには、「太平洋戦










その災難を蒙った婦人の中には 60 歳の老人から 11 歳の子供まで含まれたという。こ
の他にも南京市内の様子を簡潔に説明する描写も存在し、文章量としても決して少な
いものではなかった。























































































者があったので、このとき日本軍は、女・子どもをふくむ 4 万 2 千（78 年から「多数」）
の住民を殺した」と記載している。
また、教科書指導書では、本多の『中国の旅』から引用した文章を載せ、生徒に教え



































































































































































































































































































行会、1999 年）が含まれている。秦は不法殺害対象となった中国人の数を約 4 万人（後

















































さらに詳細に描いている。それによると、ダーティン、スティール記者が 1937 年 12






数は、12 日、13 日の 2 日間での合計は強姦 3 件、略奪 13 件、殺人にいたってはゼロ





































これによって、「従軍慰安婦」問題は国際問題として大きく注目され、1993 年 8 月に
河野洋平官房長官が、慰安所の設置、管理、慰安婦の移送について日本軍の関与を認め、
「おわびと反省」を表明する談話を発表するに至る。
































































これに関しては、2014 年 6 月 20 日に、河野談話作成過程等に関する検討チームによ
って作製された、「慰安婦問題を巡る日韓間のやりとりの経緯～河野談話作成からアジ
ア女性基金まで～」が詳細な内容を発表している。
それによると、日本側は 1991 年 12 月に開始した各省庁における関連資料の調査を






















































































4 月にまとめられた最終報告では、調査対象となった未公開や秘密の公式文書は 850 万























ては、1984 年 3 月に有志を集め、南京事件調査研究会を設立させた点である。



























多数含まれるのではないかと指摘しながらも、一般市民の被害 1 万 5760 人を採用した。




潜伏した便衣兵の抵抗能力については、同じく歩兵第 7 連隊の水谷荘一の日記で 17
日に死体を装っていた多数の中国兵に包囲された中隊が存在したことが明らかになっ



















































































































































さらに『歴史学研究』第 901 号（2013 年 1 月）では、平井美津子の「歴史教育の現
場から―『慰安婦』の授業を中心に―」が掲載されている。
平井は、1997 年度版の中学歴史教科書では、全社にあった「慰安婦」についての記

























































































1995 年 6 月 14 日には、日本政府は韓国、台湾、インドネシア、フィリピン、オラン














事業転換が実現出来なかった「基金」は、1999 年 7 月に事業を停止することになり、
停止状態が 2002 年 2 月まで続いた。しかし、同月 20 日に「基金」は事業の停止状態
をいったん解き、韓国内での事業申請受付期限を同年 5 月 1 日にすることを決定した。
しかし、2002 年 4 月に行われた日韓の事務方のやりとりでは、「基金」の「償い金」
支給、医療・福祉事業について反対の態度を韓国政府が示したため、2003 年 5 月 1 日
に韓国における全ての「基金」事業申請受付が終了し、1997 年 1 月から始まった韓国
での事業が収束することになる。
「基金」の活動総括としては、最終的に寄付金は約 6 億円集まり、日本政府は、イン































































































































約 10 年後の笠原の論文、「南京事件 70 年の日本と世界」（『歴史学研究』第 835 号、
2007 年 12 月）には次のように書かれている。
1990 年代半ばには、南京大虐殺が「あったか」「なかったか」レベルの「論争」















査研究会編『南京大虐殺否定論 13 のウソ』（柏書房、1999 年）にほぼ整理されて

































































































































   秦さんらは私の書いた本をあれこれ言いますがね。まあ本に真実を書いても何の
利益もない……事実を隠し、自分の主張を混ぜて書くなんていうのは、新聞だって
やることじゃありませんか。チグハグな部分があってもしようがない。330












その代表的な記事が、先にも挙げた 1992 年 1 月 11 日の記事である。この時、『朝日
新聞』は、「従軍慰安婦」の説明文で「主として朝鮮人女性を挺身隊の名で強制連行し

































































































そのうち生存者 74 人が確認された。それとは別に、挺対協に登録している人が 1992
年 12 月末で 110 人、そのうち 55 人の生存が確認された。
西岡は、このふたつは重複していると考えており、韓国政府に登録している 74 人の
生存者のうちの 55 人が挺対協に登録しているのだろうと推測している。

























さらに、1992 年 3 月に文が訪日した時には、軍事郵便貯金の払い戻し請求を行う目
的であったことを、当時の新聞が報道していることにも西岡は注目する。文が当時にお




































































抜けた「連行され」が 11 人、主語の抜けた「だまされて」が 8 人、「警官にだまされ」










では、合計で 10 本の論文（その他に「コラム」が 4 本）が掲載されているが、上記の
事柄に触れている論文は、小野沢あかね「芸妓・娼妓・酌婦から見た戦時体制」346と藤































































                   日本軍に強制連行された従軍慰安婦一同352
この内容から、秦は、少なくとも先の 7 人の元慰安婦は、韓国政府の「認定」に不信








しかし、秘密支給を続けているうちに、寄付金総額 4 億 8000 万円では足りなくなる
事態が発生した。特に、フィリピンを中心に続々とかけこみ申請が殺到する。秦は、申




そもそも、「基金」は 4 億 8000 万円の国民寄金を配るために設立されたにも関わらず、
198


















を超える寄付金が集まり、政府事業協力に関連する金額も合わせれば、総額で 51 億 9
千万円に達したと和田は紹介している。
しかし、「償い金」や医療福祉支援として活用できた金額は、フィリピン・韓国・台











































































































西野は、報告書以外の証明として、当時ビルマで発行されていた 1944 年 11 月 30 日






























































































































































































































































































『歴史学研究』第 867 号（2010 年 6 月）では、「『韓国併合』100 年と日本の歴史学」


































































































































これは、2001 年 7 月 11 日に行われた栃木県下都賀地区、2 市 8 町から構成される教
科書共同採択の際の出来事である。当時、中学校の全教科・種目について調査員による
説明と質疑が教科書採択会議で行われたあと、全教科について無記名投票を行った。
その結果、歴史については、扶桑社（「つくる会」）11 票、東京書籍 8 票、日本文教
出版 3 票、教育出版 1 票となった。また、公民については、扶桑社 10 票、東京書語 9
票、日本文教出版 3 票、教育出版 1 票、という結果となった。
投票が終わった後、最後に議会の会長が「本日の協議内容や結果についてはまだ公開








藤岡の説明によると、7 月 12 日付朝刊の『東京新聞』を皮切りに、栃木県の一地区
の教科書採択の内容が、全国向けの報道が始まったという。12 日付の夕刊では『朝日
























こうした出来事の中で、7 月 16 日、藤岡町の教育委員会が開かれ、5 人の教育委員
全員一致で扶桑社を教科書として採択するという協議会の決定を否決した。





















その結果、韓国政府は 2001 年 5 月 8 日、検定済みの日本歴史教科書 8 社の全てに、
記述に歪曲や隠蔽などがあるとして、日本政府に修正要求をしてきた。中心は「つくる























その結果、中学校教科書の 2000 年度採択実績においては、東京書籍 40 パーセント、
帝国書院 2 パーセントが、2001 年度では 51 パーセント、10 パーセントに増加した。




































































































村政則は、『歴史学研究』第 779 号（2003 年 9 月）の「言語論的転回以後の歴史学」
において、歴史が科学であり得るためには、事実立脚性と論理整合性および反証可能性
がなければならないと説いている399。






















































































第 899 号（2012 年 11 月）
「『歴史意識』を考えるために」今野日出晴（p.14）
・「つくる会」系の運動団体は、歴史教育に責任を持とうとしていない。


















































































































































































































































である 12 月 25 日の記事以前には、元慰安婦らによる日本政府を相手取った訴訟が提
起されており、その訴状には本人がキーセン学校に通っていたことが記載されていたこ







































































































































何より重大な事柄は、調査会の調べにより、植村は 12 月 25 日の記事掲載の時点で
は、金学順が「キーセンに売られた」という事実を認知していたことが判明していたと
いう点である。










が記者会見全編を You Tube にて動画（http://www.youtube.com/watch?v=fPpV-oxDLsU




『歴史学研究』第 927 号（2015 年 1 月）では、植村の記者会見が行われる前に採択
された声明、「政府首脳と一部マスメディアによる日本軍『慰安婦』問題についての不
当な見解を批判する」（2014 年 10 月 15 日）を掲載している。
内容としては、2014 年 8 月 5 日・6 日の『朝日新開』の検証記事によって、あたか
も日本軍「慰安婦」の強制連行の事実が根拠を失ったかのような言動が相次いでいるこ
とを憂慮する声明となっている。































































































2015 年 2 月 18 日に、『朝日新聞』の「従軍慰安婦」問題報道が原因で誤った国際世
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